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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
当学会は従来軽視されてきました痛みの診断と治療を専門とする医学を進歩・発展させ，その知識と

技術の普及をはかることを目的として設立されました．21 世紀に入り，疼痛マネジメントを提供する
のは医療従事者の責務，またそれを受けるのは患者の基本的人権という認識が世界的に広まり，当学会
の役割と実務は強化されました． 
ペインクリニックの主な治療手段には，薬物療法のみでなく，神経ブロックや手術などの専門的手技

を用います．これらは豊富な知識と適切な訓練の必要な手技であるため，各種の治療指針やガイドライ
ンを作成し，学会ホームページでは視聴できる教育コンテンツを充実させ，医療者の痛みに関わる知識
や技術の向上に努めています．専門医認定のための教育ガイドラインも用意しています． 

2022年，世界保健機関は国際疾病分類第 11 版において，慢性疼痛を疾患として位置付けました．複
雑な病態を有する慢性疼痛は分類されましたが，当学会では，各々の慢性疼痛に対する安全で有効な診
療をまとめ，各種ガイドラインを作成し，本邦医療関係者の痛みの学識を高めています． 
ｂ.当該領域における国際的な役割 
 当学会では国際交流委員会を設け，積極的な国際交流を維持しています．日本，中国，韓国の 3か国
による国際交流ビジネスミーティングを定期的に開催し，近年では，韓国ペイン学会において韓国・日
本・中国国際疼痛シンポジウムを開催しました．学会年次学術集会では毎回，海外の著名なペインクリ
ニシャンによる招待講演，特別講演を行っています． 
 学会ホームページには「国際交流のひろば」を開設し，海外研修経験や国際学会に参加した会員から
の体験談を広く募り掲載しています．ペインクリニックに従事する医師が，文化や社会システムが異な
る海外の痛みの治療に触れ学ぶことは，本邦における痛みの治療，日本ペインクリニック学会の将来に
とって非常に重要なことです．また，国際学会で発表することは日本の痛み治療の特色を世界に示す良
い機会になると考えます．「国際交流のひろば」におきまして，本学会員が海外との関係性を得やすく
なるための機会を提供しています． 
ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

痛みは生活の質と活動性を低下させるだけでなく，生命予後をも短くすることが明らかになってお
ります．また，国民の 20～40%が中等度以上の慢性疼痛を有しており，厚生労働省は痛みによる経済
損失が非常に大きいと算出しています．当学会では，痛みに対する学術的アプローチにより，人々の生
活が豊かになるように日々精進しております．  
また，本邦のオピオイドクライシスを予防する「非がん性慢性疼痛に対するオピオイド鎮痛薬処方ガ

イドライン」と「がんサバイバーの慢性疼痛治療に関するステートメント」，禁煙活動を支援する「疼
痛を有する患者の禁煙に関するステートメント」と「痛みと禁煙リーフレット」を発行し，社会的医療
問題にも真摯に取り組んでおります． 
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さらに，個人が性別，人種，信条，能力などの相違で差別されず，意欲的な人材に活躍の場を提供で
きることを目標に，ダイバーシティマネジメントワーキンググループを設置しています．心地よく働き
やすい医療現場，ライフイベントなどでキャリアを中断することのない環境の整備，個性や多様性を発
揮できる医療者・研究者の育成にも力を注いでおり，社会的貢献は大きいと自負しております． 
ｄ.学会運営上留意している点 

 安全委員会，感染委員会を設置し，医療事故防止と感染防護に留意しています．特に，神経ブロック
や手術などのインターベンショナル治療には侵襲を伴うため，指定研修施設に対して毎年 1回，前年度
の有害事象の報告を義務付けています．共通の質問事項を用意し，発生頻度や重症度を評価できる，ま
た経時的変化を追跡できる調査方法を採用しています．  
 当学会では，ペインクリニックが国民に広く知られるように配慮しています．患者向けパンフレット
を作成し，各施設のペインクリニック外来に配置させ，自由に受け取れる体制を組んでいます．ペイン
クリニックの目的や診療内容が分かりやすく記載されています．また，患者やその家族が相談しやすい
工夫もしています．IT 化推進ワーキンググループでは JSPC アプリを作成し，学会ホームページへの
アクセスとお問い合わせを容易にしています．学術集会や支部会では市民公開講座を重視しています． 
ダイバーシテイに関して，ワーキンググループとしての活動，女性役員（理事・評議員）の定数起用，

学術活動など支援，L G B T（S O G I）に対する配慮などに積極的に取り組んでいます． 
Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下
さい． 

1． 日本痛み関連学会連合 
本邦の痛みに関連する７つの学術団体；日本疼痛学会，日本ペインクリニック学会，日本慢性疼痛

学会，日本腰痛学会，日本運動器疼痛学会，日本口腔顔面痛学会，日本ペインリハビリテーション学
会で日本痛み関連学会連合を発足し，“痛みまたは痛みを伴う疾患や病態の分析・解明およびその治
療に関する研究を行う学会が連合し，広く痛みに関する医療者・研究者の交流をはかるとともに疼痛
研究および疼痛医療の研究を行う学会を代表する連合として国や地域社会に貢献すること，および国
際的な研究機関及び組織などとの連携協力を行うこと“に尽力しています． 

2． 緩和ケア関連団体会議 
 緩和ケアに関連のある 19 学術団体；日本緩和医療学会，日本緩和医療薬学会，日本がん看護学会，
日本がんサポーティブケア学会，日本癌治療学会，日本サイコオンコロジー学会，日本在宅医療連合
学会，日本循環器学会，日本心不全学会，日本プライマリ・ケア連合学会，日本ペインクリニック学
会，日本臨床腫瘍薬学会，日本老年医学会，日本放射線腫瘍学会，日本麻酔科学会，日本臨床腫瘍学
会，日本ホスピス緩和ケア協会，日本ホスピス・在宅ケア研究会，日本死の臨床研究会により，緩和
ケア関連団体会議を設置し，緩和ケアの普及啓発を行っています． 

３．日本麻酔科学会 
日本麻酔科学会の委員会において，関連領域検討委員会ペインクリニック小部会が設置されてお

り，サブスペシャリテイとしての連携、教育プログラム作成時の相互協力などを施行しています． 
 


